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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ヒートポンプの廃熱を使用して発電する廃熱利用システムであって、
　前記ヒートポンプを用いた室内温度調整装置と、
　低沸点媒体を用いた発電装置とを有し、
　前記低沸点媒体は、前記ヒートポンプの冷媒用の凝縮器部分からの５０℃以下の廃熱で
蒸発させられ、
　前記蒸発させられた低沸点媒体により、タービンが回転させられて発電を行うとともに
、
　前記室内温度調整装置により発生した冷風の一部が、前記低沸点媒体の凝縮用に使用さ
れることを特徴とする廃熱利用システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冷房時に使用するヒートポンプ等の凝縮器の廃熱を利用する技術に関し、特
にかかる廃熱で発電するのに適用して有効な技術である。
【背景技術】
【０００２】
　近年、エネルギーの効率利用が叫ばれる中、工場等における燃焼施設から廃棄される、
所謂廃熱を利用するシステム技術が盛んに提案されている。これらの内幾つかの提案は、
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実際に適用され、それなりの実績を上げている。
【０００３】
　かかる廃熱利用のシステムとしては、例えば、特許文献１には、復水器を使用する発電
設備で、それまで復水器で発生する熱を冷却水により冷却してその熱はそのまま大気等に
捨てていたことに着目して、この復水器からの熱を、低沸点媒体のアンモニアと熱交換さ
せて、低沸点媒体蒸気をタービンに導き発電する構成が開示されている。
【０００４】
　また、特許文献２では、焼結鉱の製造工程で使用される焼結クーラの低温排風を用いて
、その廃熱により９０～１４０℃の温水を発生させ、その温水を利用してアンモニア－水
の混合物を媒体とした蒸気タービン発電設備（カリーナサイクル発電設備）により発電す
るシステムが開示されている。
【特許文献１】特開２００２－１２２００６号公報
【特許文献２】特開２０００－１９９６８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記の如く、従来、廃熱を利用して発電等を行うシステムについては幾つか提案がなさ
れている。しかし、利用される廃熱温度は、低温廃熱とは言え、少なくとも約１００℃近
辺の温度を有する廃熱であることに本発明者は気がついた。
【０００６】
　熱と言えば、一般に素手で触るのがためらわれる位の熱いものと想像しがちであるが、
しかし、家庭等で使用している冷房時のヒートポンプの凝縮熱も、それ程熱くはないが熱
であることに違いはない。素手で触っても、それ程熱くは感じないが、空調用の空気を冷
やすために、外部に捨てている熱も廃熱である。
【０００７】
　廃熱の効率利用が図られる中、種々の廃熱利用システムが提案されるが、しかし、かか
る提案されるシステムについての廃熱は、一般に１００℃以上の廃熱を利用するものばか
りであることに気がついた。
【０００８】
　冷房運転時におけるヒートポンプの凝縮熱のような、まさしく素手で触ってもそれ程熱
くはない低温の廃熱には、その利用に、今まで全く目が向けられていなかったのが実情で
ある。地球規模でみた場合には、素手で触ることができる程度の熱、例えば、約５０℃以
下の温度の廃熱は殆ど無駄に捨てられ、その量は膨大なものと想定される。
【０００９】
　そこで、本発明者は、かかる低温、すなわち約５０℃以下の温度の廃熱の有効利用を考
えることが地球規模で必要なのではないかと考えた。
【００１０】
　本発明の目的は、冷房時の凝縮器の廃熱を利用する技術を提供することにある。
【００１１】
　本発明の前記ならびにその他の目的と新規な特徴は、本明細書の記述および添付図面か
ら明らかになるであろう。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本願において開示される発明のうち、代表的なものの概要を簡単に説明すれば、次のと
おりである。
【００１３】
　本発明によれば、これまでは全く打ち捨てられていた５０℃以下の低温の廃熱を利用す
ることができるため、さらなるエネルギーの利用効率を図ることができる。併せて、地球
規模での温暖化防止にも有効に寄与することができる。
【００１４】
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　すなわち、本発明はヒートポンプの廃熱を使用して発電する廃熱利用システムであって
、前記ヒートポンプを用いた室内温度調整装置と、低沸点媒体を用いた発電装置とを有し
、前記低沸点媒体は、前記ヒートポンプの冷媒用の凝縮器部分からの５０℃以下の廃熱で
蒸発させられ、前記蒸発させられた低沸点媒体により、タービンが回転させられて発電を
行うとともに、前記室内温度調整装置により発生した冷風の一部が、前記低沸点媒体の凝
縮用に使用されることを特徴とする。
 
【発明の効果】
【００１６】
　本願において開示される発明のうち、代表的なものによって得られる効果を簡単に説明
すれば以下のとおりである。
【００１７】
　本発明では、５０℃以下の低温の廃熱を、低沸点媒体を利用して熱交換し、その低沸点
媒体で発電を行うことができる。エネルギーの有効利用を図ると共に、地球規模での温暖
化防止に資することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて詳細に説明する。なお、実施の形態を説明
するための全図において、同一の部材には原則として同一の符号を付し、その繰り返しの
説明は省略する場合がある。
【００１９】
　本発明は低温の廃熱を利用するシステムに関する。例えば、冷房サイクル、冷凍サイク
ル等の冷却時のサイクルで、熱媒体としての冷媒が凝縮、蒸発を繰り返しながら循環させ
られる際に放出する廃熱を利用するものである。かかる廃熱は、ヒートポンプによる循環
させられる媒体の凝縮時に放出させられるもので、５０℃以下の低温の廃熱である。
【００２０】
　かかる低温の廃熱に関しては、これまではそのまま大気に放出させられていたものであ
る。これまでの廃熱利用システムでは、１００℃近辺以上の廃熱が利用されており、５０
℃以下の低温の廃熱は利用されていなかった。本発明は、５０℃以下の廃熱を利用するも
のである。
【００２１】
　（実施の形態１）
　図１は、本発明の一実施の形態の廃熱利用システムの全体構成の概要を模式的に示す説
明図である。
【００２２】
　本発明に係る廃熱利用システム１００を、以下の説明では、媒体としての冷媒が冷却時
にヒートポンプにより循環させられる場合を例に挙げて詳細に説明する。
【００２３】
　図１に示すように、建物内（図中、点線で囲った）には、クーラーや冷凍機等の建物内
の室内温度の調整を行う室内温度調整装置１０が設けられている。かかる室内温度調整装
置１０は、ヒートポンプ２０を有している。かかるヒートポンプ２０では、蒸発器２１、
凝縮器２２、および圧縮機２３、減圧機２４がそれぞれ設けられ、ヒートポンプ２０内を
循環させられる冷媒の蒸発、凝縮が繰り返し行えるように構成されている。
【００２４】
　また、蒸発器２１は建物内に設置されているが、凝縮器２２、圧縮機２３、減圧機２４
は室外機として建物外に配置され、建物内では凝縮器２２等からの放熱の影響を受けない
ように構成されている。
【００２５】
　すなわち、低温低圧の液体の冷媒は、蒸発器２１で、ファン２１ａにより送られた室内
の空気から熱を奪って、室内空気を所定温度に冷却する。蒸発器２１で室内空気と熱交換
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した冷媒は、低温低圧の蒸気となって、圧縮機２３に至る。圧縮機２３で、低温低圧の蒸
気としての冷媒は、高温高圧の蒸気に変換される。
【００２６】
　かかる圧縮機２３により高温高圧の蒸気に変換させられた冷媒は、凝縮器２２で、低沸
点媒体と熱交換される。かかる熱交換により、高温高圧の蒸気であった冷媒は、高温高圧
の液体に変換され、減圧機２４に至る。減圧機２４では、高温高圧の液体である冷媒は、
低温低圧の液体に変換され、蒸発器２１に至る。このサイクルの繰り返しを行うことで、
室内温度の調節を行っている。
【００２７】
　このように、冷却時のサイクルでは、ヒートポンプ２０内で、冷媒は低温低圧の液体→
低温低圧の蒸気→高温高圧の蒸気→高温高圧の液体→低温低圧の液体と変換が繰り返され
、その間、蒸発器２１部分で通過する室内空気から熱を奪い、室内空気を冷気として外部
に放出する。また、凝縮器２２部分では放熱を行い、その放熱により低沸点媒体の蒸発を
行う。
【００２８】
　凝縮器２２は高温高圧の蒸気が通る空間に構成され、この空間内に例えば蛇管に構成さ
れた低沸点媒体発電サイクル３０の流路の一部としての低沸点媒体蒸発器３１が配置され
ている。
【００２９】
　蛇管に構成された低沸点媒体蒸発器３１内を低沸点媒体が通る際に、凝縮器２２に通さ
れた冷媒の高温高圧の蒸気から熱を奪い、低沸点媒体は気化させられ、中温高圧の蒸気に
変換される。尚、ここで「中温」とは、冷媒の蒸気温度よりも低いという意味で、中温と
いう言葉を用いている。
【００３０】
　かかる中温高圧の蒸気の低沸点媒体は、高圧状態で外燃機関としての発電機４０のター
ビン４１に当てられ、タービン４１を回転させる。タービン４１の回転により電気が発生
させられる。タービン４１の回転に使用された中温高圧の蒸気としての低沸点媒体は、中
温低圧の蒸気となり、低沸点媒体凝縮器３２部分で外部に熱を廃熱として放出する。熱を
放出することで、自身は凝縮されて低温低圧の液体に変換され、前記低沸点媒体蒸発器３
１へ至ることとなる。
【００３１】
　このようにして、低沸点媒体も、冷媒のヒートポンプ２０による冷却サイクルに対応し
て、低沸点媒体発電サイクル３０で蒸発、凝縮を繰り返し、その間に、タービン４１を回
転させて発電を行っている。低沸点媒体のサイクルは、図１に示すように、循環ポンプ３
３により円滑に維持されている。
【００３２】
　かかる低沸点媒体の蒸発に際しては、冷媒の凝縮器２２での５０℃以下の廃熱が利用さ
れている。すなわち、本発明の廃熱利用システム１００は、ヒートポンプ２０における凝
縮器２２を、低沸点媒体蒸発器３１として利用することで成立している。
【００３３】
　かかる低沸点媒体としては、例えば、メタン等を用いることができる。メタンは沸点が
－１６１℃程度であり、圧縮することで液化するため、低温低圧の液体として使用し、低
沸点媒体蒸発器３１で、冷媒よりの５０℃以下の廃熱を利用して蒸発させ、中温高圧の蒸
気として使用することができる。
【００３４】
　また、低沸点媒体を用いて前記の如く発電した電気は、例えば、図１に示すように、ヒ
ートポンプ２０に設けた圧縮機２３やポンプの駆動電力として使用することができる。
【００３５】
　さらに、低沸点媒体凝縮器３２での凝縮効率をあげるために、冷却サイクルでできた室
内空調用の冷風の一部を、ダクト等で分流して、低沸点媒体凝縮器３２部分で使用するよ
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うにしても構わない。
【００３６】
　かかる構成の廃熱利用システム１００は、例えば、ヒートポンプ２０を用いるタイプの
冷却、冷房設備を設けた場所で使用することができる。常時上記低沸点媒体のサイクルが
行われる場合としては、例えば、図２に示すように、冷凍倉庫での使用が考えられる。
【００３７】
　冷凍倉庫では、常に倉庫内を外気温より低い温度に保つため、冷却サイクルが常に稼働
状態にある。そのため、かかる本発明の廃熱の利用システムを常時稼働するには、極めて
都合がよい。かかる冷凍倉庫の建物外に設けた冷媒の凝縮工程で、前記要領での廃熱利用
システム１００が適用されている。
【００３８】
　勿論、家庭用の空調機でも、本発明の廃熱の利用システムを稼働させることは原則的に
は可能であるが、本発明は冷房時の冷却サイクルの稼働を前提としているため、冷却サイ
クルの稼働状況が夏場等の周囲温度の影響を受ける場合よりも、上記の如く、冷凍倉庫等
での適用の方が効率的に行えるのである。
【００３９】
　また、低沸点媒体凝縮器３２においては、さらに低沸点媒体を用いた発電装置を設ける
ことで、カスケード発電を行わせるようにすることもできる。
【００４０】
　尚、低沸点媒体としては、上記説明ではメタンを用いた場合を例示したが、エタンやプ
ロパン等でも構わないし、さらにはヘリウム、ネオン、アルゴン等のメンテナンス上安全
性が高い希ガスでも勿論構わない。
【００４１】
　図３には、かかるヒートポンプの能力を現時点での最大および最小に見積もった場合の
廃熱によるエネルギーの再生効率を試算した結果を示す。
【００４２】
　図３（ａ）に示すように、ヒートポンプ２０の成績係数（ＣＯＰ：Coefficient of per
formance ）を６、低沸点媒体を利用した発電効率を０．２とした場合には、例えば、冷
房に０．６ｋｗ、大気に放出する温風として５．６ｋｗ、余剰電力として０．４ｋｗのエ
ネルギー収支が得られることとなる。
【００４３】
　すなわち、ヒートポンプの消費電力を１ｋｗ、成績係数を６、低沸点媒体を利用した発
電設備の発電効率を０．２とすれば、ヒートポンプから冷却用の冷熱が１（消費電力）×
－６（ＣＯＰ）＝－６ｋｗ発生し、室外機からは１（消費電力）×｛６（ＣＯＰ）＋１（
コンプレッサー廃熱分）｝＝７ｋｗの廃熱が発生する。その７ｋｗの廃熱のうち、７×０
．２（発電効率）＝１．４ｋｗが電力として再生され、残りの７－１．４（発電量）＝５
．６ｋｗが最終的な発電機からの廃熱として大気に放出されるのである。
【００４４】
　再生された電力１．４ｋｗのうち、例えば１ｋｗ分をヒートポンプの消費電力として循
環させれば、残り０．４ｋｗだけ余剰電力として余る計算になる。また、最終的なこのシ
ステムから排出される熱は、－６（ヒートポンプからの冷熱）＋５．６（最終的な発電機
からの廃熱）＝－０．４ｋｗとなる。
【００４５】
　一方、図３（ｂ）に示す場合は、成績係数が３で、発電効率が０．１の条件で、冷房に
３．０ｋｗ、大気に放出する温風として３．６ｋｗ、必要電力として０．６ｋｗを必要と
するエネルギー収支の場合を示している。
【００４６】
　すなわち、ヒートポンプの消費電力を１ｋｗ、成績係数を３、低沸点媒体を利用した発
電設備の発電効率を０．１とすると、ヒートポンプから冷却用の冷熱が１（消費電力）×
－３（ＣＯＰ）＝－３ｋｗ発生し、室外機からは１（消費電力）×｛３（ＣＯＰ）＋１（
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コンプレッサー廃熱分）｝＝４ｋｗの廃熱が発生する。その４ｋｗの廃熱のうち、４×０
．１（発電効率）＝０．４ｋｗが電力として再生される。残りの４－０．４（発電量）＝
３．６ｋｗが最終的な発電機からの廃熱として大気に放出される。
【００４７】
　再生された０．４ｋｗを全てヒートポンプの消費電力として循環させると、ヒートポン
プに新たに必要な電力は１（消費電力）－０．４（再生されて循環してきた電力）＝０．
６ｋｗになる。つまり、このシステムは、一度サイクルが循環してしまえば、０．６ｋｗ
の消費電力で－３ｋｗの冷熱を生産できることになる。また、最終的なこのシステムから
排出される熱は、－３（ヒートポンプからの冷熱）＋３．６（最終的な発電機からの廃熱
）＝０．６ｋｗとなる。
【００４８】
　また、図３（ａ）に示すように、ＣＯＰが６で、低沸点発電設備の発電効率が０．２の
ときのように、ＣＯＰが発電効率の逆数より大きいときは、つまり「６（ＣＯＰ）＞５（
発電効率の逆数、１÷０．２）」のような大小関係があるときは、廃熱利用システム全体
で見ると「大気の熱（ここでは０．４ｋｗ）」を「電力（ここでは０．４ｋｗ）」に変換
する装置として機能していると把握することもできる。
【００４９】
　すなわち、ヒートポンプの成績係数が、低沸点媒体を用いた低沸点発電設備の発電効率
の逆数を超える条件においては、本発明の廃熱利用システムは、大気の熱を利用した発電
システムとして機能することとなるのである。本発明の廃熱利用システムは、見かけ上、
大気の熱を利用した発電システムとして把握することができるのである。
【００５０】
　大規模な火力発電所や溶鉱炉等において発生する廃熱を利用した発電設備は、前記の如
く幾つか提案され、かかる提案はシステム全体の総合発電効率といった面からは重要な意
味を有している。しかし、システム全体として考えると、発電量は消費されるエネルギー
（化石燃料）のほんの一部を使用しているに過ぎないのである。
【００５１】
　一方、ヒートポンプの凝縮器からの廃熱に関しては、投入電力の数倍にもなる。この数
倍にも相当する廃熱を利用して本発明の廃熱利用システムを稼働させることで、場合によ
ってはヒートポンプに投入した電力以上に発電し得る場合も十分に想定し得るのである。
【００５２】
　以上のように、本発明の廃熱利用システムでは、低沸点媒体を用いた発電により廃熱を
電力化することができ、その分、大気への廃熱量の削減が行える。また、かかる電力を利
用することで、トータルエネルギーの使用量を削減することもできる。
【００５３】
　また、本発明の廃熱利用システムでは、５０℃以下の廃熱の利用が主目的であるため、
大量の廃熱を排出する大規模な施設に隣接する必要がなくなり、あらゆるサイトに適応す
ることが可能となる。さらに、今後、投入電力より発電量が上回るユニットが量産できれ
ば、「気温」を「電力」に変換することも可能となり、地球温暖化に資する役割は増大し
、地球温暖化の防止に大いに役立つものである。
【００５４】
　（実施の形態２）
　本実施の形態では、前記実施の形態で説明した低沸点媒体凝縮器３２部分での凝縮をよ
り効率的に行わせることができるようにしたものである。
【００５５】
　かかる構成では、図４に示すように、ヒートポンプ２０では前記実施の形態１で説明し
たように、冷媒が蒸発器２１、圧縮機２３、凝縮器２２、減圧機２４を循環することによ
り冷却サイクルが繰り返される。
【００５６】
　一方、低沸点媒体は、前記実施の形態１で説明したように、低沸点媒体発電サイクル３



(7) JP 4989905 B2 2012.8.1

10

20

30

40

50

０の低沸点媒体蒸発器３１側で中温高圧の蒸気にされ、発電機４０のタービン４１を回転
させて発電を行う。タービン４１を回転させた後、中温低圧の蒸気になった低沸点媒体は
、凝縮されて低温低圧の液体に変換され、循環ポンプ３３により低沸点媒体発電サイクル
３０内を循環させられる。
【００５７】
　本実施の形態では、かかる低沸点媒体の低温低圧の液体への凝縮を、多段階で、例えば
２段階でより強力に促進することができるように構成されている。すなわち、図４に示す
ように、低沸点媒体発電サイクル３０では、低沸点媒体凝縮器３２に続いて、低沸点媒体
凝縮促進器５１が設けられている。
【００５８】
　低沸点媒体凝縮促進器５１は、ヒートポンプ２０の低温低圧状態の冷媒を一部循環させ
て、低沸点媒体を確実に凝縮することができるように構成されている。すなわち、減圧機
２４と蒸発器２１との途中部分でヒートポンプ２０が分岐され、低沸点媒体凝縮促進器５
１を経由して、蒸発器２１と圧縮機２３との間でヒートポンプ２０に合流するように分岐
冷媒循環路６０が形成されている。
【００５９】
　減圧機２４で低温低圧の液体に変換された冷媒の一部は、十分に冷却された状態で、低
沸点媒体凝縮促進器５１に至り、低沸点媒体凝縮器３２で未だ十分に液化されていない低
沸点媒体を凝縮して完全に液化させるのである。低沸点媒体の完全な液化に利用された冷
媒は、低温低圧の蒸気となって低沸点媒体凝縮促進器５１を出て、ヒートポンプ２０の圧
縮機２３に至る。ヒートポンプ２０を流れてきた冷媒と、分岐冷媒循環路６０を流れてき
た冷媒とが合流して圧縮機２３に至り、高温高圧の蒸気へと変換させられるのである。
【００６０】
　かかる構成を採用することで、低沸点媒体は低沸点媒体凝縮器３２部分で空気冷却され
て凝縮し、一部凝縮しなかった分については低沸点媒体凝縮促進器５１部分で完全に凝縮
させることができるようになっている。
【００６１】
　また、場合によっては、図４では低沸点媒体の凝縮を、低沸点媒体凝縮器３２、低沸点
媒体凝縮促進器５１を用いて２段階で行うように構成したが、低沸点媒体凝縮器３２の構
成を無くして、低沸点媒体凝縮促進器５１の構成だけで低沸点媒体を凝縮させるようにし
ても構わない。
【００６２】
　以上、本発明者によってなされた発明を実施の形態に基づき具体的に説明したが、本発
明は前記実施の形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々変更可
能であることはいうまでもない。
【産業上の利用可能性】
【００６３】
　本発明の廃熱利用、特に５０℃以下の低温廃熱の利用分野で有効に使用することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】本発明の廃熱利用システムの一実施の形態の全体構成の概要を模式的に示す説明
図である。
【図２】本発明を冷凍倉庫に適用した場合を示す説明図である。
【図３】（ａ）、（ｂ）は、本発明の廃熱利用システムのエネルギー収支の概略構成を示
す説明図である。
【図４】本発明の廃熱利用システムの変形例の全体構成の概要を模式的にに示す説明図で
ある。
【符号の説明】
【００６５】
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　１０　　　室内温度調整装置
　２０　　　ヒートポンプ
　２１　　　蒸発器
　２１ａ　　ファン
　２２　　　凝縮器
　２３　　　圧縮機
　２４　　　減圧機
　３０　　　低沸点媒体発電サイクル
　３１　　　低沸点媒体蒸発器
　３２　　　低沸点媒体凝縮器
　３３　　　循環ポンプ
　４０　　　発電機
　４１　　　タービン
　５１　　　低沸点媒体凝縮促進器
　６０　　　分岐冷媒循環路
　１００　　廃熱利用システム

【図１】 【図２】

【図３】
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